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 令和７年度国家予算に対する提案・要望について 
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提案・要望項目 
━ 
┃重点項目  
６. デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の推進 ………… ３ 

 
┃その他項目  
５. 多⽂化共⽣の推進  ……………………………………………… ４ 
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６．デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の推進 

 
 

６-２. マイナンバーカードの普及・利活用の推進 
»デジタル庁、総務省、法務省 

１）マイナンバー制度に関する財政支援及び柔軟な制度運用 

 マイナンバーカード関連事務に対する財政支援の継続 
・マイナンバーカード交付事務費補助金については、カードの交付体制を安定的に維
持するために、令和７年度以降も健康保険証利用及び公金受取口座の登録支援のた
めの経費を対象とすることを含め、必要な交付等の事務に対する事業費の全額を確
保し、交付予定額を早期かつ明確に示すこと 

・マイナンバーカードの普及に伴い増加する電子証明書の更新や券面記載事項の変
更など、マイナンバーカード交付後の事務も補助金の対象に加え、その所要額全額
を措置すること 

・次期マイナンバーカードの検討に当たっては、市町村の負担を考慮した制度構築と
適切な支援を行うこと 

２）氏名の仮名表記の戸籍記載事項化の取組み 

 氏名の仮名表記の戸籍記載事項化に伴う事業費の確保 
・マイナンバーカードの海外利用開始に伴い、戸籍の記載事項に氏名の仮名表記を 
追加する必要があるため、市町村が必要とする経費の全額を確保し、交付額を早期
かつ明確に示すこと 
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５. 多⽂化共⽣の推進 
»法務省、⽂部科学省 

１）外国⼈市⺠に対する⽇本語教育の充実 

 ⼀定の⽇本語能⼒を習得できる全国的な仕組みの構築及び地域における 
⽇本語教育の取組みに対する財政⽀援の継続・補助要件緩和 
・来日初期の外国人を対象とした日本語学習機会の提供など、在住外国人が地域で 
自立・共生するために必要となる最低限の日本語を習得できる全国共通の持続的 
な仕組みづくりに主体的に取り組むこと 

・在住外国人の日本語能力向上に向けて、地域においても継続的に日本語学習の機 
会を提供・拡充するため、地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業につい 
て、財政支援を継続するとともに、補助要件を緩和すること 

２）外国⼈の受⼊環境整備の促進 

 安定的かつ地域の実情に応じたワンストップ型の相談窓⼝の運営に対す 
る財政⽀援の継続・拡充 
・相談窓口運営や通訳支援などの安定的運営に向けて「外国人受入環境整備交付金 
事業」の事業費を確保し、所要額全額を補助金として措置するとともに、補助 
率を嵩上げするなど、財政支援を継続・拡充すること 

 
 

ー4ー


